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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

第２四半期連結
累計期間

第94期
第２四半期連結
累計期間

第93期
第２四半期連結
会計期間

第94期
第２四半期連結
会計期間

第93期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

営業収益（千円） 5,700,021 4,950,973 2,865,508 2,438,846 11,229,798

経常利益（千円） 350,512 172,914 158,917 83,907 618,521

四半期（当期）純利益（千円） 215,236 94,848 80,510 44,180 248,430

純資産額（千円） － － 7,542,039 7,466,002 7,490,402

総資産額（千円） － － 11,325,659 10,901,306 11,325,542

１株当たり純資産額（円） － － 727.29 727.14 723.03

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
20.75 9.20 7.76 4.30 23.96

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 66.6 68.5 66.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
481,923 32,184 － － 882,437

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△64,545 △16,393 － － △179,520

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△224,287 △243,632 － － △362,702

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,427,683 2,316,221 2,546,794

従業員数（人） － － 348 325 327

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．営業収益には、消費税等を含めておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 325 [272]

　（注）　従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 105 [－]
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループ（当社および連結子会社）は、主に国際、国内を一貫した総合物流業者として、物流業務全般にわたる

サービスを提供しておりますが、そのサービス内容は多種多様であり、当社グループが実施している諸事業と相互に

密接に関連しております。

　これらのことにより、事業の種類別セグメントごとに生産規模および受注規模を金額あるいは数量で示すことはし

ておりません。

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注状況

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

国際物流部門 610,100 65.5

（うち輸出物流部門） (119,083) (65.3)

（うち輸入物流部門） (491,016) (65.6)

国内物流部門 1,819,396 94.5

その他の部門 9,349 113.0

合計 2,438,846 85.1

　（注）１．前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績および当該販売実績

の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相　手　先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（千円）
割合
（％）

金額（千円）
割合
（％）

㈱ジャパンディストリビューションシ

ステム
405,716 14.2 318,840 13.1

㈱ウイント 345,561 12.1 315,279 12.9

２．上記の金額には、消費税等を含めておりません。

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社経営陣は、当第２四半期連結会計期間末の財政状態および当第２四半期連結会計期間の経営成績に関し、以下の

分析をおこないました。

  なお、文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであり、不確実性が内在されていますので、将来生じる実際の結果と相当程度異なる可能性があ

ります。

(1)業績の状況

　①一般概況

　　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部で生産面の回復や企業業績の緩やかな改善など景気に底打

ちの兆しが見られるものの、昨年秋以降の世界経済の急速な悪化を受け、企業業績の低迷、雇用情勢の悪化のほか、

個人消費が大きく低迷するなど、引続き厳しい状況が続いております。

当社グループの属する物流業界は、顧客の物流コスト圧縮の要請と業者間の過当競争による料金低下という厳し

い環境基調の中で、顧客企業におきましては製造業、非製造業ともに生産・販売量が落ち込んで収益が悪化し、また

貿易量も大きく縮小する状況に陥り、いっそう厳しい環境に立ち至っております。

    こうした状況の中で、当社グループは「グループ経営の強化」を重要課題に掲げ、グループ各社がそれぞれの事

業分野や地域において競争力を高め、収益力向上を果たすことを目指して効率化に努めてまいりました。

当第２四半期連結会計期間におきましては、第１四半期連結会計期間の業況が持続しており、主力の国内物流事業

の営業収益では、昨年後半からの教育関連物流業務取扱拡大による増収があった一方で、既存顧客において、音楽映

像分野のメーカー商品業務をはじめとして総じて取扱物量が低迷しました。また、国際物流事業では、シンガポール

現地法人の昨年９月からの事業停止による減収のほか、輸出・輸入および取扱地域を問わず、全般的に貨物の取扱

量が減少しました。この結果、当社グループの営業収益は前年同期間と比較して14.9％減の24億38百万円の計上に止

まりました。

  　営業費用におきましては、これまで進めてきた作業部門における運営体制改善や業務量に応じた人員投入と作業

効率向上、運送事業分野での不採算業務の効率化などのコスト改善を推進したことに加え、残業の削減など経費削

減に強力に取組みましたが、営業利益は減収によるマイナスをカバーすることができず、前年同期間と比較して

46.2％減の89百万円となり、また、経常利益は前年同期間と比較して47.2％減の83百万円となりました。

さらに、特別損益項目、法人税、住民税及び事業税等の諸項目を計上した結果、四半期純利益は、前年同期間と比較

して、45.1％減の44百万円となりました。

  ②事業部門別営業収益の状況

　　当社グループでは、国際－国内物流を一貫しての輸出品に関するすべての物流収入を輸出物流部門とし、国内での

保管・配送を含む輸入品に関するすべての物流収入を輸入物流部門、国内生産品の国内での物流業務の収入を国内

物流部門として、それぞれ営業収益を計上しております。

輸出物流部門の営業収益は、特に、米国および香港などアジア向け輸出が減少したことで、前年同期間に比較して

34.7％減の１億19百万円となりました。

輸入物流部門につきましては、シンガポール現地法人の昨年９月からの事業停止による減収のほか、全般的に輸

入貨物を取扱う主要顧客の業務量が減少し、海外産品にかかる国内保管および作業取扱数量が大きく縮小して、前

年同期間に比較して34.4％減の４億91百万円となりました。

国内物流部門におきましては、昨年後半からの教育関連分野における物流業務取扱拡大による増収があったもの

の、総じて既存顧客の取扱物量が低調に推移し、特に当社が主力とする音楽映像商品物流分野においても、情報配信

拡大による市場規模の縮小傾向等の影響もあり、メーカー商品取扱数量が伸び悩んだことから、国内物流部門の営

業収益は、前年同期間に比較して5.5%減となる18億19百万円となりました。

(2)財政状態の分析

①資産

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ４億24百万円（△3.7％）減少し、109億１百万

円となりました。

この主な要因は、流動資産のその他の項目で立替金の回収が一部翌月１日に流込んだ影響で１億15百万円増加し

たほか、投資有価証券が株価の回復等によって80百万円の増加があった一方で、現金及び預金が財務活動による

キャッシュ・フローによって２億36百万円の減少、受取手形及び売掛金が営業収益減少を反映して１億93百万円の

減少、有形固定資産の合計では、減価償却等によって１億51百万円の減少があったことによるものであります。

②負債

　当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ３億99百万円（△10.4％）減少し、34億35百万円

となりました。

この主な要因は、支払手形及び営業未払金が営業収益減少を反映して営業原価が減少したことによって１億48百

万円減少し、未払法人税等が納税によって１億67百万円減少したことのほか、さらに長期借入金が１年内返済予定

の額が短期借入金に振替表示されたことによって１億44百万円減少したことによるものであります。

③純資産
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　当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ24百万円（△0.3％）減少し、74億66百万円とな

りました。

この主な要因は、利益剰余金が四半期純利益（累計）による増加94百万円、前期剰余金処分にともなう期末配当

金支払による減少１億８百万円、連結子会社減少による減少24百万円によって減少したことによるものでありま

す。

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ

・フローが32百万円の増加（前年同期間は４億81百万円の資金増加）、投資活動によるキャッシュ・フローが16百

万円の減少（前年同期間は64百万円の資金減少）、財務活動によるキャッシュ・フローが２億43百万円の減少（前

年同期間は２億24百万円の資金減少）となり、現金及び現金同等物に係る換算差額および連結除外に伴う現金及び

現金同等物の減少額を調整し、当第２四半期連結会計期間末には、23億16百万円となりました。

　その結果、当第２四半期連結会計期間末の資金残高は、第１四半期連結会計期間末より２億60百万円減少しまし

た。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得された資金は、32百万円（前年同期間対比４億49百万円の収入減）となりました。

　これは主に、税金等調整前四半期純利益の資金増１億71百万円（前年同期間対比１億99百万円の収入減）、減価償

却費の資金増１億72百万円、売上債権の増減額において１億93百万円の資金増加要因があった一方で、仕入債務の

増減額において１億48百万円の資金減少、その他の増減額の項目で立替金の回収が一部翌月１日に流込んだ影響で

１億37百万円減少したほか、法人税等の支払額で２億25百万円（前年同期間対比１億81百万円の支出増）があった

ことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出された資金は、16百万円（前年同期間対比48百万円の支出減）となりました。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出60百万円（前年同期間対比94百万円の支出減）と有形固定資産の売

却による収入38百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出された資金は、２億43百万円（前年同期間対比は19百万円の支出増）となりました。

これは主に、長・短期借入金の収入と支出の純額１億５百万円の資金減、配当金の支払額１億８百万円のほか、自

己株式の取得による支出19百万円があったことによるものであります。

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　　当第２四半期当連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,391,000

計 26,391,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成21年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,545,133 同左　 ジャスダック証券取引所
単元株式数

1,000株

計 10,545,133 同左　 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成21年７月１日～平

成21年９月30日
－ 10,545 － 2,133,280 － 2,170,568

（５）【大株主の状況】

　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　東京中小企業投資育成株式会社 　東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 650 6.16

　髙瀬　秀太郎 　東京都町田市 601 5.70

　財団法人タカセ国際奨学財団 　東京都港区新橋一丁目10番９号 551 5.23

　熊野　淑子 　千葉県我孫子市 532 5.05

　株式会社みずほ銀行 　東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 471 4.47

　城南信用金庫 　東京都品川区西五反田七丁目２番３号 423 4.01

　ニッセイ同和損害保険株式会社 　大阪市北区西天満四丁目15番10号 422 4.00

　株式会社商船三井 　東京都港区虎ノ門２丁目１番１号 401 3.80

　タカセ従業員持株会 　東京都港区新橋一丁目10番９号 354 3.35

　日本生命保険相互会社 　東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 326 3.09

計 － 4,735 44.91
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　  277,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,219,000 10,219 －

単元未満株式 普通株式     49,133　 － －

発行済株式総数 10,545,133 － －

総株主の議決権 － 10,219 －

②【自己株式等】

　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

タカセ株式会社
東京都港区新橋一丁

目10番９号
277,000 － 277,000 2.63

計 － 277,000 － 277,000 2.63

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４　月

５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月

最高（円） 215 202 219 233 225 213

最低（円） 197 190 200 208 212 203

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当該四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）にもとづいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則にもとづき、当第２四半期

連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則にもとづいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表ならびに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および当

第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

タカセ株式会社(E04354)

四半期報告書

10/23



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,348,822 2,585,205

受取手形及び売掛金 1,191,227 1,384,321

原材料及び貯蔵品 13,645 15,765

前払費用 69,637 73,382

繰延税金資産 74,303 95,850

その他 323,812 208,463

貸倒引当金 △5,607 △5,849

流動資産合計 4,015,842 4,357,140

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,928,670 7,921,248

減価償却累計額 △5,241,349 △5,136,140

減損損失累計額 △52,617 △52,617

建物及び構築物（純額） 2,634,703 2,732,490

機械装置及び運搬具 2,128,883 2,127,760

減価償却累計額 △1,930,671 △1,929,839

機械装置及び運搬具（純額） 198,211 197,920

土地 2,247,702 2,247,702

その他 352,390 401,050

減価償却累計額 △281,997 △276,659

その他（純額） 70,392 124,390

有形固定資産合計 5,151,010 5,302,504

無形固定資産

借地権 449,043 449,043

その他 77,543 88,246

無形固定資産合計 526,587 537,289

投資その他の資産

投資有価証券 632,199 551,809

繰延税金資産 253,126 266,939

その他 334,488 329,841

貸倒引当金 △11,947 △19,982

投資その他の資産合計 1,207,866 1,128,608

固定資産合計 6,885,464 6,968,401

資産合計 10,901,306 11,325,542
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 472,516 621,162

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

短期借入金 872,150 833,800

未払費用 154,793 157,901

未払法人税等 73,219 240,562

賞与引当金 108,381 111,718

役員賞与引当金 11,500 27,000

その他 149,648 102,017

流動負債合計 1,862,209 2,114,163

固定負債

社債 750,000 760,000

長期借入金 125,000 269,250

退職給付引当金 555,074 558,780

役員退職慰労引当金 130,912 120,837

その他 12,107 12,107

固定負債合計 1,573,094 1,720,975

負債合計 3,435,304 3,835,139

純資産の部

株主資本

資本金 2,133,280 2,133,280

資本剰余金 2,170,568 2,170,568

利益剰余金 3,214,299 3,252,912

自己株式 △83,585 △64,249

株主資本合計 7,434,563 7,492,513

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 41,587 21,797

為替換算調整勘定 △10,149 △23,907

評価・換算差額等合計 31,438 △2,110

純資産合計 7,466,002 7,490,402

負債純資産合計 10,901,306 11,325,542
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収益 5,700,021 4,950,973

営業原価 4,853,803 4,290,972

営業総利益 846,217 660,001

販売費及び一般管理費 ※
 552,631

※
 485,341

営業利益 293,585 174,659

営業外収益

受取利息 2,644 1,087

受取配当金 72,630 11,579

受取賃貸料 － 2,135

その他 6,998 4,078

営業外収益合計 82,273 18,881

営業外費用

支払利息 20,506 17,780

支払補償費 4,382 2,330

その他 458 514

営業外費用合計 25,347 20,625

経常利益 350,512 172,914

特別利益

固定資産売却益 2,748 1,695

貸倒引当金戻入額 1,991 29

投資有価証券売却益 33,002 －

役員退職慰労引当金戻入額 8,800 －

特別利益合計 46,543 1,725

特別損失

固定資産除売却損 610 3,607

子会社清算損 26,099 －

特別損失合計 26,710 3,607

税金等調整前四半期純利益 370,345 171,031

法人税、住民税及び事業税 131,163 60,526

法人税等調整額 23,944 15,656

法人税等合計 155,108 76,182

四半期純利益 215,236 94,848
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収益 2,865,508 2,438,846

営業原価 2,430,028 2,104,308

営業総利益 435,480 334,538

販売費及び一般管理費 ※
 268,685

※
 244,733

営業利益 166,794 89,804

営業外収益

受取利息 1,492 479

受取配当金 1,105 1,084

受取賃貸料 － 1,027

その他 2,988 1,903

営業外収益合計 5,586 4,494

営業外費用

支払利息 10,265 8,897

支払補償費 2,795 1,404

その他 402 90

営業外費用合計 13,463 10,392

経常利益 158,917 83,907

特別利益

固定資産売却益 － 781

貸倒引当金戻入額 549 －

投資有価証券売却益 33,002 －

特別利益合計 33,552 781

特別損失

固定資産除売却損 610 3,414

子会社清算損 26,099 －

特別損失合計 26,710 3,414

税金等調整前四半期純利益 165,760 81,274

法人税、住民税及び事業税 70,154 17,043

法人税等調整額 15,094 20,051

法人税等合計 85,249 37,094

四半期純利益 80,510 44,180
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 370,345 171,031

減価償却費 175,647 172,979

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,825 △8,276

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,230 △3,337

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,500 △15,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,590 △3,705

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,275 10,075

受取利息及び受取配当金 △75,275 △12,667

支払利息 20,506 17,780

為替差損益（△は益） 2 △190

固定資産除売却損益（△は益） △2,137 1,912

投資有価証券売却損益（△は益） △33,002 －

売上債権の増減額（△は増加） 149,467 193,093

たな卸資産の増減額（△は増加） 447 2,120

仕入債務の増減額（△は減少） △198,722 △148,646

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,713 23,741

その他 82,534 △138,182

小計 471,320 262,227

利息及び配当金の受取額 75,275 12,667

利息の支払額 △20,743 △16,830

法人税等の支払額 △43,928 △225,880

営業活動によるキャッシュ・フロー 481,923 32,184

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △26,000 △6,000

定期預金の払戻による収入 12,000 12,000

有形固定資産の取得による支出 △154,637 △60,197

有形固定資産の売却による収入 3,931 38,594

投資有価証券の売却による収入 73,350 －

出資金の回収による収入 205 －

貸付けによる支出 △720 －

貸付金の回収による収入 440 260

その他の支出 △45,253 △1,050

その他の収入 72,137 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △64,545 △16,393

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 650,000 720,000

短期借入金の返済による支出 △652,000 △708,000

長期借入金の返済による支出 △47,900 △117,900

社債の償還による支出 △65,000 △10,000

自己株式の取得による支出 △1,237 △19,336

配当金の支払額 △108,149 △108,396

財務活動によるキャッシュ・フロー △224,287 △243,632

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,275 △1,279

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 186,813 △229,121

現金及び現金同等物の期首残高 2,306,687 2,546,794

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △65,818 △1,451

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,427,683

※
 2,316,221
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　(1)連結の範囲の変更

　　TAKASE CORPORATION(SINGAPORE) PTE,LTD.は、平成20年８月31日を

もって事業停止し、現在、清算手続き中であることから、当期首より、連結範

囲から除外しております。

(2)変更後の連結子会社の数

５社

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結累計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」は、

重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することにいたしました。

 なお、前第２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は、2,275千円でありま

す。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」は、

重要性が増したため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することにいたしました。

　なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は、1,132千円でありま

す。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　１．たな卸資産の評価方法 　実地たな卸を省略し、前連結会計年度末に係る実地たな卸高を基礎として、

簡便な合理的な方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算出しております。

３．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　前連結会計年度において適用した貸倒実績率によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　     該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

科目 金額（千円）

報酬及び給与 268,740

賞与引当金繰入額 47,123

役員賞与引当金繰入額 11,000

退職給付費用 10,824

役員退職慰労引当金繰入額 9,425

減価償却費 13,612

　
　

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

科目 金額（千円）

報酬及び給与 209,301

賞与引当金繰入額 39,485

役員賞与引当金繰入額 11,500

退職給付費用 10,550

役員退職慰労引当金繰入額 10,075

減価償却費 10,343

　
　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

科目 金額（千円）

報酬及び給与 156,099

賞与引当金繰入額 16,859

役員賞与引当金繰入額 5,500

退職給付費用 5,577

役員退職慰労引当金繰入額 4,712

減価償却費 6,975

　
　

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

科目 金額（千円）

報酬及び給与 113,723

賞与引当金繰入額 21,112

役員賞与引当金繰入額 5,750

退職給付費用 5,431

役員退職慰労引当金繰入額 5,037

減価償却費 5,434
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借　

対照表に掲記されている科目の金額との関係

項目 金額（千円）

現金及び預金勘定 2,450,683

預入期間が３か月を超え
る定期預金

△23,000

現金及び現金同等物 2,427,683

　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借　

対照表に掲記されている科目の金額との関係

項目 金額（千円）

現金及び預金勘定 2,348,822

預入期間が３か月を超え
る定期預金

△32,601

現金及び現金同等物 2,316,221

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　

至　平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　10,545,133株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　277,486株　

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 108,776 10.50 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）および当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　当社グループは港湾運送事業を主体とする国際物流事業と、国内主要都市に物流拠点を構えた国内物流事業

をもって、国際、国内を一貫した総合物流業を営んでおりますが、全セグメントの営業収益の合計および営業利

益の金額の合計額に占める一セグメントの割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情

報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）および当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　全セグメントの営業収益の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）および当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　当社グループの海外営業収益は、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　前連結会計年度末に比べて、著しい時価の変動が認められないため、記載を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 727.14円 １株当たり純資産額 723.03円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 20.75円 １株当たり四半期純利益金額 9.20円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） 215,236 94,848

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 215,236 94,848

期中平均株式数（千株） 10,374 10,308

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 7.76円 １株当たり四半期純利益金額 4.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） 80,510 44,180

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 80,510 44,180

期中平均株式数（千株） 10,373 10,269

（重要な後発事象）

　      該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

タカセ株式会社(E04354)

四半期報告書

21/23



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

タカセ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浜田　正継　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　英仁　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 出口　賢二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカセ株式会社の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカセ株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

タカセ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浜田　正継　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　英仁　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 出口　賢二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカセ株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカセ株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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